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第１章  

住まい・まちの現状 

 

 

 

 

 

 

 

千代田区の住まい・まちを取り巻く現状を分析しています。 

 



 

 4 

 

第 

１ 

章 
 

 
 

１ 人口・世帯 

  

１－１ 人口の動向 

○人口・世帯の推移 

 

 

人口は、昭和 30 年の 122,745 人から減少が続き、平成 7 年の 34,780 人まで落ち込みましたが、その

後は増加傾向が続いており、平成 22 年現在で 47,115 人まで回復しています。 

世帯数についても、平成 7 年の 14,507 世帯までは減少傾向が続きましたが、その後徐々に増え、平

成 22 年には 25,560 世帯となっています。 

1 世帯当たりの世帯人員は一貫して減少しており、昭和 55 年に 2.60 人と 3 人を下回り、平成 22 年に

は 1.84 人と 2 人を下回りました。 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

図 1 人口・世帯数の推移 

Ｓ30年 35年 40年 45年 50年 55年 60年 Ｈ2年 7年 12年 17年 22年

人口 122,745 116,944 93,047 74,185 61,656 54,801 50,493 39,472 34,780 36,035 41,778 47,115

世帯数 23,420 24,327 20,944 18,847 18,278 21,076 19,717 15,673 14,507 16,285 20,768 25,560

世帯人員 5.24 4.81 4.44 3.94 3.37 2.60 2.56 2.52 2.40 2.21 2.01 1.84
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・平成 7年以降、人口・世帯数ともに増加が続いている。 

・1世帯当たりの世帯人員は一貫して減少しており、平成 22年には 1.84人／世帯に。 
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○年齢別人口 
 

 

年齢別人口について、平成 2 年・平成 12 年・平成 22 年の 3 時点の国勢調査で比較したものが下図で

す。 

平成 2 年から 12 年までの 10 年間は、区の人口が減少傾向をたどった時期で、この間に区の人口は

3,400 人以上減少しました。この時期には 24 歳以下の層が大幅に減少した一方で、概ね 50 歳以上の各

層が増加しており、少子高齢化の進行が顕著でした。 

平成 12 年から 22 年までの 10 年間は人口が大幅に回復した時期で、この間に区の人口は約 11,000 人

増加しました。60 歳以上の層はこの時期も継続して増加していますが、それを大幅に上回り 25～49 歳

の層が増加しています。また、14 歳以下の若年層の人口も回復していますが、一方で 15～24 歳の次代

を担う層は減少傾向が続いている状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・65 歳以上の高齢者人口だけでなく、25～49 歳の人口も大幅に増加。 

資料：国勢調査 

図 2 年齢別男女別人口 
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○年齢３区分人口 

 

 

高齢化及び年少人口の状況を確認するため、国勢調査による人口を 15 歳未満（年少人口）・15～64

歳（生産年齢人口）・65 歳以上（老年人口）に分類して、その構成比を見たものが下図です。 

経年変化を見ると、老年人口は昭和 55 年の 13.2％から徐々に割合を高め、平成 12 年には 20.9％と

なり、それ以降は徐々に低下しています。年少人口は、昭和 55 年の 15.8％から徐々に低下し、平成 12

年の 9.8％が最小となり、それ以降は徐々に上昇しています。このように、平成 7 年頃までは少子高齢

化の進行が顕著でしたが、平成 7 年以降は年少：生産年齢：老年の各層の比率は概ね 1：7：2 で横ばい

に推移しています。 

 

 

 

図 3 年齢３区分人口の推移 
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・平成 7年頃から、年少：生産年齢：老年の比率は 1：7：2 でほぼ変わらず。 

資料：国勢調査 
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○人口の増減の状況 

 

①人口動態 

人口動態について見ると、人口の増減は、平成 4 年からの数年間は大きくマイナスを示し、平成 12

年からプラスに転じて現在に至ります。全体の人口増減に対して自然動態は微増減であり、人口増減に

は社会動態が大きく影響しています。 

 

 

 

②自然動態 

自然動態を見ると、平成 4~14 年は概ね 100 人を超える自然減が続いていましたが、平成 15 年以降

は出生人口増加により自然減が 100 人を下回るようになり、平成 21～22 年は数十人ながら自然増とな

りました。 

 

 

資料：住民基本台帳 

図 4 人口動態の推移 
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資料：住民基本台帳 

H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

出生 233 190 205 194 219 212 209 218 228 240 227 274 283 272 308 341 350 387 381 378

死亡 334 326 379 360 317 370 350 325 366 369 343 356 362 353 393 374 357 353 364 380

自然増減 -101 -136 -174 -166 -98 -158 -141 -107 -138 -129 -116 -82 -79 -81 -85 -33 -7 34 17 -2

図 5 自然動態の推移 
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・平成15年以降は主に社会増の影響により人口増加が続く。 
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③社会動態 

社会動態については、平成 4 年時点で 1,000 人を超える転出超過でした。転入人口については微増を

続ける一方、転出人口は緩やかに減少し、平成 8 年に 4,000 人弱でほぼ同数となって以降、数年間はと

もに横ばいで推移しました。平成 15 年以降は転入者の急激な増加により社会増が拡大し、近年は 500

～1,000 人の社会増が続いています。 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳 

H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

転入 3,847 3,586 3,935 3,977 3,995 3,845 3,935 4,202 4,337 4,457 4,222 6,063 5,631 5,819 5,865 5,903 5,700 6,879 5,942 5,955

転出 5,147 5,072 4,511 4,460 3,971 4,203 4,116 4,346 4,136 3,985 3,984 4,114 4,267 4,779 4,806 5,361 5,114 5,833 5,226 5,342

社会増減 -1,300 -1,486 -576 -483 24 -358 -181 -144 201 472 238 1,949 1,364 1,040 1,059 542 586 1,046 716 613

図 6 社会動態の推移 
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１－２ 居住世帯の特徴 

○家族類型 

 

 

①全体の状況 

世帯数を見ると、平成 12～22 年の 10 年間

で約 1.6 倍の増加を示し、平成 22 年現在

25,442 世帯となっています。この間の増加世

帯数約 9,500 世帯のうち、約 6,400 世帯は若

年・中年単身世帯です。 

若年・中年単身世帯が急増している影響で、

ファミリー世帯が全体に占める割合は低下が

続いていますが、ファミリー世帯数も平成 12

～22 年の 10 年間で約 475 世帯増加していま

す。 

また、高齢者世帯（高齢者単身世帯及び高齢

者夫婦のみ世帯）については、全体に占める割

合はほぼ横ばいですが、世帯数は平成 12～22

年の 10 年間で約 1,150 世帯増加しています。 

 

※世帯数に施設等の世帯及び不詳は含まない。 

 

 

 

 

 

②出張所別の状況 

出張所別に家族類型の構成比を見ると、富士

見・神田公園・和泉橋では若年・中年単身世帯

が50％を超えており、神保町・万世橋において

も 40％近くを占めています。 

麹町は他の地域と傾向が大きく異なり、若

年・中年単身世帯が 20%程度にとどまっている

一方、ファミリー世帯が 35.7%と最も大きな割

合を占めています。 

 

 

・若年・中年単身世帯が急増しているとともに、ファミリー世帯や高齢者世帯も増加傾向。 

・平成 22年には全世帯の 44.7％が若年・中年単身世帯に。 

資料：国勢調査 

図 7 家族類型別世帯数 
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資料：国勢調査 

図 8 家族類型別世帯数の割合（推移） 
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資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 特別集計 

図 9 家族類型別世帯数の割合（出張所別） 
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１－３ 居住者の状況 

○昼夜間人口比率 

 

 

昼夜間人口比率（常住人口 100 人当たりの昼間人口）を見ると、昭和 30 年は 403 でしたが、夜間人

口の減少と昼間人口の急増による比率上昇が続き、昭和60年に約2,000となりました。その後、平成7

年の 2,731 まで上昇してからは縮小傾向に転じ、平成 22 年現在で 1,739 となっていますが、依然とし

て千代田区の昼夜間人口比率は突出している状況にあります。 

 

 

 

 

 

東京都 118.4 新宿区 229.9 品川区 144.3 中野区 91.9 板橋区 92.1 

特別区部 130.9 文京区 167.2 目黒区 109.3 杉並区 87.4 練馬区 82.1 

千代田区 1,738.8 台東区 167.5 大田区 98.7 豊島区 148.6 足立区 89.1 

中央区 493.6 墨田区 112.8 世田谷区 92.7 北区 95.8 葛飾区 85.0 

港区 432.0 江東区 119.1 渋谷区 254.6 荒川区 94.3 江戸川区 84.1 

 

資料：国勢調査 

図 10 昼夜間人口比率の推移 
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・平成 7年以降、昼夜間人口比率は縮小傾向にあるが、依然として突出している。 

表 1  昼夜間人口比率の比較 

資料：平成 22 年国勢調査 
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○ひとり親世帯の状況 

 

 

 

ひとり親世帯については、平成 12 年から平成 17 年にかけて約 500 世帯の増加を示し、平成 22 年現

在では 1,815 世帯となっています。 

 所有関係別に見ると「持ち家」が最も多く、ひとり親世帯の半数以上を占めています。また、民営借

家戸数の増加と並行して「民営借家」に居住するひとり親世帯も増加しており、平成 12 年（184 世帯）

から平成 22 年（531 世帯）の間に 3 倍近い増加を示しています。 

全世帯に占めるひとり親世帯の割合は 7.4％で、東京都（7.5％）や特別区部（7.3％）と同等の水準で

す。 

 

 

 

 

 

  

資料：国勢調査 

表 2  ひとり親世帯が占める割合の比較 

 

ひとり親世帯数 全世帯に占める割合 ひとり親世帯数 全世帯に占める割合 ひとり親世帯数 全世帯に占める割合

平成12年 1,308 8.2% 277,335 7.4% 394,272 7.3%

平成17年 1,826 8.9% 307,002 7.6% 440,836 7.7%

平成22年 1,877 7.4% 330,136 7.3% 480,469 7.5%

千代田区 特別区部 東京都

資料：国勢調査 

図 11 ひとり親世帯数の推移 
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・ひとり親世帯数は 1,815 世帯で、全世帯に占める割合は東京都や特別区部と同等の水準。 

・民営借家に居住するひとり親世帯が増加傾向。 
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○高齢者世帯 

 

 

 

①高齢者のいる世帯の状況 

若年・中年単身世帯を中心に高齢者のい

ない世帯が増加している影響で、高齢者の

いる世帯が全世帯に占める割合は縮小傾向

にありますが、9 ページでもみたとおり高

齢単身世帯・高齢夫婦世帯ともに世帯数は

増加が続いています。 

 

 

 

  

 

②高齢単身世帯の状況 

過去 15 年間で 65～69 歳の比率が 4%程

度減少した一方、85 歳以上の比率は 8.5%

上昇しており、高齢単身世帯の中でも年齢

の高い層が増加している状況が読み取れま

す。 

平成 22 年現在の 85 歳以上の高齢単身世

帯の比率は 18.8%であり、東京都（13.0%）

や特別区部（13.1%）と比較して 5%以上高

い状況にあります。 

 

 

③高齢夫婦世帯の状況 

高齢夫婦世帯についても高齢単身世帯と

同様の傾向が見られ、平成 22 年現在の 85

歳以上の高齢夫婦世帯は 10.0%で東京都

（7.2%）や特別区部（7.9%）よりも高い状

況にあります。 

 

 

 

 

 

・高齢者世帯数は増加傾向にあるが、一般世帯総数増加の影響により割合は縮小。 

・東京都や特別区部と比較すると、85 歳以上の高齢者世帯の割合が高い。 

資料：国勢調査 

図 12 高齢者のいる世帯の割合 
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資料：国勢調査 

図 13 高齢単身世帯の状況 
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資料：国勢調査 

図 14 高齢夫婦世帯の状況 
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○障害者数の推移 

 

 

平成 23 年現在の身体障害者手帳所持者数は 1,186 人、知的障害者(児)「愛の手帳」所持者数は 146 人、

精神障害者保健福祉手帳所持者数は 197 人となっています。（精神障害者のみデータは平成 18 年以降） 

 

 

○生活保護被保護者数の推移 

 

平成 22 年現在の千代田区の生活保護被保護者数は 621 人で、1000 人当たり 13.4 人となっています。

保護率については、特別区部に比べ 5～8 ポイント低い値で推移していますが、年々上昇しており、平

成 2 年（4.9‰）から平成 22 年（13.4‰）の間に 2.5 倍以上の数値になっています。 

 

図 16 生活保護被保護者数の推移 

178
193 194 184 191 192 192 194 195

214 225 223
261

355

415 417 420 431
450

495 569

621

4.3 
4.9 5.1 5.1 5.5 5.7 5.9 5.6 5.7 

6.3 6.7 6.6 
7.2 

9.7 
10.9 10.5 10.3 10.0 10.2 

11.1 
12.4 

13.4 9.6 
8.9 

8.3 8.0 8.2 8.2 
9.1 

9.7 
10.3 

11.1 
12.0 

12.9 
13.6 

14.6 
15.6 

16.4 16.9 17.1 17.2 17.6 

19.4 

21.5 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

0

100

200

300

400

500

600

700

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

被保護者数（人）

保護率（‰）

特別区保護率（‰）

（‰）（人）

資料：千代田区行政基礎資料集 

資料：千代田区行政基礎資料集 

図 15 障害者数の推移 
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・身体障害者数は千人から千数百人の間で推移。 

・知的障害者数及び精神障害者数はともに百数十人で推移。 

・保護率は特別区部と比べると低いが、近年上昇し 20 年前の 2.5 倍以上に。 



 

 14 

 

第 

１ 

章 
 

 
 

○外国人登録者数の推移 

 

 

外国人登録者数については、平成 10～20 年頃にかけて増加傾向が続き、平成 24 年現在で 2,637 人と

なっています。区の総人口に対する外国人登録者数の比率は、平成10年までは約3%で横ばいでしたが、

その後平成 20 年頃までは上昇傾向が続き、平成 24 年現在で 5.2％となっています。 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳、外国人登録人口統計資料 

※外国人登録者数：各年 1 月 1 日現在 

（平成 24 年 7 月に外国人登録制度は廃止され、外国人居住者も住民基本台帳法の適用対象に加えられた。） 

※総人口に対する比率：各年 1 月 1 日現在の住民基本台帳人口に外国人登録者数を加えたものを総人口として算出 

図 17 外国人登録者数の推移 

1,858

1,609

1,370 1,413
1,352

1,290 1,303 1,275 1,237
1,317 1,334

1,437

1,578

1,745
1,821 1,839

2,074

2,346
2,445

2,632
2,710

2,660 2,700
2,637

3.6%

3.2%
2.9%

3.0% 3.0% 3.0% 3.1% 3.1% 3.0%
3.2% 3.3%

3.5%

3.9%

4.2%

4.4%
4.2%

4.6%

5.1%

5.2%

5.5% 5.6%
5.3% 5.3%

5.2%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

S64年 H2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年

外国人登録者数（人）

総人口に対する比率（％）

・外国人登録者数は平成 10年頃から増加傾向が続き、総人口の 5.2%にあたる 2,637 人に。 
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２ 住宅事情 

２－１ 所有関係別に見た居住世帯の特徴 

 ○住宅の所有関係 

 

①所有関係別世帯数の推移 

住宅の所有関係については、平成 22

年現在、持ち家と民営借家が 9,662 世帯

（40.2%）で並んでいます。 

平成 12 年からの推移を見ると、平成

12 年当時は持ち家が 5 割以上を占めて

いましたが、平成 17 年から平成 22 年の

間に持ち家が約 150 世帯減少した一方

で、民営借家が 5,000 世帯以上の大幅な

増加を示しています。 

 

②所有関係別住宅数（出張所別） 

所有関係別の住宅数を出張所別に見ると、持ち家は麹町が 2,677 戸で圧倒的に多く、割合としては万

世橋（56.9%）のみ麹町（45.8%）を上回っています。最も少ない神田公園では、持ち家は231戸（18.2%）

にとどまっています。 

民営借家についても、実数では麹町の 1,683 戸が最も多いものの、割合で見ると、最も高いのは神田

公園の 70.1%で、次いで和泉橋の 48.6%となっています。 

給与住宅は、富士見（1,304 戸）と麹町（1,142 戸）に集中しており、他は約 50～200 戸とそれほど

多くはありません。 

 

 

 

 

 

 

・近年の民営借家の増加により、持ち家と民営借家が約 4割で並んでいる。 

・持ち家の割合は万世橋や麹町が高く、民営借家の割合は神田公園や和泉橋が高い。 

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 特別集計（不詳を除く） 

表 3 所有関係別専用住宅数（出張所別） 

公営 ＵＲ・公社 民営 給与住宅

麹町 2,677 3,166 268 73 1,683 1,142 5,843

富士見 1,440 2,974 184 118 1,369 1,304 4,414

神保町 831 1,264 346 0 714 204 2,095

神田公園 231 1,038 108 0 889 41 1,269

万世橋 951 720 0 85 578 58 1,671

和泉橋 1,246 1,660 113 0 1,411 136 2,906

合計 7,376 10,822 1,019 276 6,644 2,885 18,198

麹町 45.8% 54.2% 4.6% 1.2% 28.8% 19.5% 100.0%

富士見 32.6% 67.4% 4.2% 2.7% 31.0% 29.5% 100.0%

神保町 39.7% 60.3% 16.5% 0.0% 34.1% 9.7% 100.0%

神田公園 18.2% 81.8% 8.5% 0.0% 70.1% 3.2% 100.0%

万世橋 56.9% 43.1% 0.0% 5.1% 34.6% 3.5% 100.0%

和泉橋 42.9% 57.1% 3.9% 0.0% 48.6% 4.7% 100.0%

合計 40.5% 59.5% 5.6% 1.5% 36.5% 15.9% 100.0%

戸
数
（

戸
）

割

合
（

％
）

持ち家 借家(計) 合計

資料：国勢調査 

図 18 所有関係別世帯数の推移 
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○世帯人員別世帯数 

 

 

①世帯人員別世帯数の状況 

世帯人員別世帯数については、1 人世帯の割合が平成 7 年の 37.8％から拡大を続け、平成 22 年には

54.4％と全体の半数以上を占めています。 

2 人以上の世帯が占める割合は１人世帯急増の影響により低下していますが、2 人世帯・3 人世帯及び

平成 12 年以降の 4 人世帯も実数は増加しています。 

 

 

②所有関係別世帯数の状況 

 所有関係別世帯数を世帯人員別に見ると、「持ち家」や「公営・ＵＲ・公社」では 2 人以上世帯が約

65％を占めており、1 人世帯は約 35％にとどまっています。一方、「民営借家」や「給与住宅」では 1

人世帯の占める割合が高く、1 人世帯のみで約 60～70％を占めている状況にあります。 

 

 

※「間借り」とは、他の世帯が住んでいる住宅の一部を借りて住んでいるもの。 

資料：国勢調査 

図 19 世帯人員別一般世帯の割合 
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資料：平成 22 年国勢調査 

図 20 所有関係別世帯人員別世帯数 
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・1 人世帯が急増し 5割以上を占める。 

・持ち家は 2人以上世帯の比率が高く、民営借家や給与住宅は 1人世帯の比率が高い。 
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○世帯収入 

 

 

平成 20 年現在、世帯収入は 700～1,000 万円の層が 17.9％で最も多く、また、1,000 万円以上の世帯

で全体の 25％以上を占めています。 

所有関係別では、「持ち家」は所得の高い層の比率が高く、700 万円以上の世帯が約 6 割を占めていま

す。一方、「民営借家」では 500 万円以下の世帯が 5 割強を占めており、300～400 万円と 500～700 万

円の層の比率が高くなっています。また、「公営の借家」は 200 万円未満が 43.8％で特に高くなってい

ます。 

 

 

 

 

                    

表 4 所有関係別収入階級別世帯数 

世帯数 200万円未満
200～

300万円

300～

400万円

400～

500万円

500～

700万円

700～

1,000万円

1,000～

1,500万円
1,500万円～

20,250 1,930 2,150 2,630 1,830 2,860 3,630 2,490 2,730

100.0% 9.5% 10.6% 13.0% 9.0% 14.1% 17.9% 12.3% 13.5%

持ち家 9,090 7.0% 6.6% 8.4% 6.4% 12.3% 21.1% 16.3% 21.9%

公営の借家 960 43.8% 22.9% 17.7% 8.3% 0.0% 7.3% 0.0% 0.0%

ＵＲ・公社の借家 250 8.0% 16.0% 28.0% 12.0% 28.0% 0.0% 4.0% 4.0%

民営借家 6,860 12.0% 12.4% 17.9% 11.1% 17.3% 14.0% 8.5% 6.9%

給与住宅 3,030 1.3% 14.5% 13.2% 12.5% 13.9% 21.5% 14.2% 8.9%

総数

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 

・世帯収入は700～1,000万円が最も多く、1,000万円以上の世帯で全体の約25％を占める。 

・持ち家は 700 万円以上、民営借家は 500 万円以下の層がそれぞれ過半数を占める。 
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２－２ 公共住宅居住世帯の状況 

 

①公共住宅戸数 

千代田区における公共住宅の管理戸数は合計 801 戸であり、その内訳は区立住宅 83 戸・区営住宅 267

戸・区営高齢者住宅 73 戸・区民住宅 226 戸・借上型区民住宅 152 戸となっています。 

 

表 5 千代田区が管理・運営する公共住宅（平成 24年 12 月 1日現在） 

施設名 竣工年月 延床面積(㎡) 戸数(戸) 区分計(戸)

区立外神田住宅 昭和46年3月 ＳＲＣ７階 地下１階 2,495.4 60

区立神保町仮住宅 平成6年5月 Ｓ６階 1,222.6 23

区営九段住宅 昭和55年8月 ＳＲＣ９階 地下１階 895.1 12

区営四番町住宅 昭和55年11月 ＳＲＣ７階 地下１階 1,148.8 16

区営一番町住宅 昭和57年9月 ＳＲＣ６階 地下１階 947.0 13

区営内神田住宅 昭和58年4月 ＳＲＣ14階 地下１階 5,647.5 81

区営四番町アパート 昭和61年4月 ＳＲＣ９階 地下１階 3,348.2 38

区営神保町住宅 平成8年3月 ＲＣ４階 233.8 4

区営神保町第二住宅 平成9年3月 ＳＲＣ13階 地下２階 1,756.4 17

区営富士見住宅 平成11年9月 ＲＣ７階 493.4 8

区営西神田住宅 平成11年10月 ＳＲＣ25階 地下２階 2,941.4 30

区営水道橋住宅 平成14年5月 ＲＣ７階 2,586.6 43

区営淡路町住宅 平成16年1月 ＳＲＣ13階 639.4 5

いきいきプラザ一番町高齢者住宅 平成7年3月 ＳＲＣ８階 地下２階 1,179.4 15

神保町高齢者住宅 平成9年4月 ＳＲＣ13階 地下２階 1,383.8 16

富士見高齢者住宅 平成11年9月 ＲＣ７階 1,125.2 21

淡路町高齢者住宅 平成16年1月 ＳＲＣ13階 1,800.1 21

九段さくら館 平成7年8月 ＲＣ７階 地下１階 3,093.3 45

番町さくら館 平成8年5月 ＳＲＣ９階 地下１階 2,414.7 28

西神田区民住宅 平成11年10月 ＳＲＣ25階 地下２階 15,706.0 153

クリダイマンション 平成8年6月 ＲＣ７階 762.3 14

グリーンハイツ富士見 平成8年9月 ＲＣ８階 1,248.9 23

プルミエール一番町 平成9年2月 ＳＲＣ９階 1,065.2 15

センチュリーハウス２１ 平成9年2月 ＳＲＣ８階 795.7 14

鈴重東神田コート 平成9年4月 ＳＲＣ11階 991.7 16

神田ハイム 平成9年5月 ＳＲＣ８階 581.0 11

テルセーロ三鈴 平成10年5月 ＲＣ８階 935.3 14

パリセイド東神田 平成10年8月 ＳＲＣ９階 906.6 16

コンフォートタカシマ 平成11年5月 ＲＣ８階 720.4 12

ＳＨフラット 平成12年8月 ＲＣ11階 1,275.7 17

83

267

73

226

152

借

上

型

区

民

構造

区

立

区

営

区

営

高

齢

者

区

民

 

※「区営神保町第二住宅・神保町高齢者住宅」、「区営富士見住宅・富士見高齢者住宅」、「区営西神田住宅・西神田区民住

宅」「区営淡路町住宅・淡路町高齢者住宅」は各々１棟の住棟。 

※借上型区民住宅は財団法人まちみらい千代田が借り上げて管理・運営している。 

・区が管理する公共住宅は合計８０１戸あり、平成 10年前後に供給されたものが多い。 



 

 19 

 

第 

１ 

章 
 

 
 

②居住世帯の状況 

ア）世帯人数 

平成 24 年 12 月 1 日現在、区内の公共住宅に居住している世帯は 752 世帯です。全体で見ると、世

帯人員は単身世帯が 251 世帯（33.4％）で最も多く、次いで 2 人世帯が 242 世帯（32.2％）であり、2

人以下の世帯が全体の 65％以上を占めています。区民住宅・借上型区民住宅では、3 人以上の世帯も比

較的多く居住しています。 

 

 

図 21 公共住宅居住世帯の世帯人数別世帯数（平成 24 年 12 月 1 日現在） 
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資料：千代田区 
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イ）年齢 

 居住者の平均年齢について、区営住宅は 56.0 歳・区民住宅は 41.9 歳です。また、区営高齢者住宅の

平均年齢は 81.2 歳であり、入居者の 85％以上が 75 歳以上の高齢者となっています。 

 

 

図 22 公共住宅居住者の年齢（平成 24 年 12 月 1 日現在） 

 

※借上型区民住宅は各区分の居住者数のみ掲載。 
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19歳以下 20～39歳 40～64歳 65～74歳 75歳以上

資料：千代田区 
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○新たな住まい方 

 価値観やライフスタイルの多様化への対応や、新たなコミュニティの形成に向けて、「千代田区第二

次住宅基本計画」では、コーポラティブハウスやコレクティブハウスをはじめとする新たな住まい方へ

の対応を検討課題としました。 

アンケートによると、新たな住まい方について、“今までに経験したことがある住まい方”は「SOHO」

が最も多く、次いで「マルチハビテーション」、「コーポラティブハウス」、「シェアハウス」となってい

ます。 

 また、“今までに経験したことはないが、今後してみたい住まい方”については、「SOHO」が最も多く、

次いで「マルチハビテーション」、「コーポラティブハウス」、「定期借家制度」となっています。 

 これらの新たな住まい方については、今までに経験したことがある人の割合は 0.4%から多くても

6.3％と低いものの、今後してみたいとの回答も 1～3 割程度あり、まずは内容や魅力の周知が課題と考

えられます。 

図 23 新たな住まい方の経験・希望 （ｎ＝区民 240 人） 

 

 

コーポラティブハウス 
複数の住まい手が建築の専門家とともに共同で住宅の計画をし、各住まい手のニーズに

沿ったオリジナルの共同住宅を建てて住むことができる住まい方。 

コレクティブハウス 
トイレ・浴室・キッチンが付いた各々の住戸の他に、住まいの延長として食堂・共用室

などの共有スペースを持ち、日常生活の一部を共有しコミュニティを育む住まい方。 

シェアハウス 
各々の個室以外のトイレ・浴室・キッチンなどを共有し、日常生活の一部を共有しなが

ら、比較的安く住むことができる住まい方。 

SOHO 自宅を小規模な仕事場とし、通勤せずに自宅で住みながら働くことができる住まい方。 

マルチハビテーション 
平日は職場に近い都心に住み、週末は自然環境に恵まれた郊外に住むなど、複数の地域

に住宅を持ち、行き来しながら住む住まい方。 

定期借家制度 
入居の期限を一定期間に定めることで、良質な住宅に比較的安く住むことができる住ま

い方。 

 

3.3%

0.4%

2.9%

6.3%

5.0%

1.7%

20.4%

13.8%

10.4%

29.6%

22.9%

18.3%

76.3%

85.8%

86.7%

64.2%

72.1%

80.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

コーポラティブハウス

コレクティブハウス

シェアハウス

ＳＯＨＯ

マルチハビテーション

定期借家制度

今までに経験したことがある 今までに経験したことはないが、今後してみたい いずれでもない

資料：区民アンケート調査（平成 24 年 10 月実施） 
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３ 住宅ストック 

３－１ 住宅の建て方 

○住宅の建て方 

25 

 

住宅を建て方別に見ると、一戸建の割合の低下が続いており、平成 7 年には 25.8%を占めていました

が、平成 22 年には 12.6%にまで縮小しています。一方、東京都（30.3%）や特別区部（26.1%）では平

成 22 年現在も一戸建が 4 分の 1 以上を占めています。 

また、共同住宅の割合の上昇が続いており、平成 22 年現在 20,229 戸で 84.2%を占めています。これ

は、東京都（68.1%）や特別区部（72.4%）を 1 割以上上回っており、千代田区の住宅に占める共同住

宅の割合は相対的にも高いものであるといえます。 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

図 24 建て方別住宅数の推移 

25.8%

22.8%
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12.6%
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26.1%

1.5%

1.1%

0.6%

0.4%

1.4%

1.2%

61.0%

72.3%

76.7%

84.2%

68.1%

72.4%

11.7%

3.9%

6.5%

2.8%

0.3%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成7年

(11,618)

平成12年

(13,819)

平成17年

(18,169)

平成22年

(24,018)

東京都(H22)

(6,184,120)

特別区部

(H22)

(4,385,543)

一戸建 長屋建 共同住宅 その他

・共同住宅の割合の上昇が続いており、約 85％を占めている。 
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３－２ 住宅の規模 

○住宅の規模 

 

 

①住宅規模の推移 

住宅の平均規模については、平成 20 年現在、居住室数が 2.97 室、居住畳数が 23.60 畳、延べ面積が

67.58 ㎡となっています。延べ面積は、総数で見ると平成 10 年から平成 15 年にかけて急激に縮小し、

平成 20 年に幾分回復している状況にあります。居住室数・居住畳数は、ともに縮小傾向にあります。 

延べ面積を所有関係別に見ると、持ち家（94.7 ㎡）が借家（45.5 ㎡）を約 50 ㎡上回っています。 

 

 

②1 住宅当たり延べ面積の比較 

千代田区は共同住宅の割合が相対的に高く、一戸建の割合は低い状況にありますが、平均延べ面積は

東京都や特別区部とほぼ同等の水準です。 

 

表 6 住宅規模の推移 

居住室数

(室)

居住室畳数

(畳)

延べ面積

(㎡)

平成10年 3.77 27.50 83.14 11.03 0.66

平成15年 3.13 24.63 64.96 12.15 0.65

平成20年 2.97 23.60 67.58 12.00 0.66

平成10年 4.32 32.02 98.11 12.08 0.61

平成15年 4.09 33.09 88.74 14.38 0.56

平成20年 3.85 31.83 94.72 14.06 0.59

平成10年 2.89 20.20 58.92 9.02 0.77

平成15年 2.34 17.72 45.54 9.83 0.77

平成20年 2.25 16.90 45.49 9.80 0.77

一人当たりの
居住室畳数

(畳／人)

一室当たりの
人員

(人／室)

総数

持ち家

借家(計)

一住宅当たり

資料：住宅・土地統計調査 

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 

図 25 １住宅当たり延べ面積の比較 

94.7 
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37.1 
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38.0 
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34.8 
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100.0

持ち家 借家(計) 公営 ＵＲ・公社 民営借家 給与住宅 総数

千代田区 特別区部 東京都

(㎡)

・平均延べ面積は 70㎡弱であり、持ち家（94.7 ㎡）が借家(45.5 ㎡)を約 50 ㎡上回っている。 

・１住宅当たりの平均延べ面積は、東京都や特別区部と同等の水準。 
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③住宅の延べ面積の状況 

住宅の延べ面積の状況を見ると、70 ㎡以上が全体の概ね 3 分の１を占めています。一方、19 ㎡以下

の狭小な住宅は全体の 9.8%、20～29㎡が 15.5％で、全体の約 25％が 29 ㎡以下の住宅となっています。 

 

 

 

 

 

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 特別集計 

図 26 住宅の延べ面積の状況 （ｎ=18,200 戸） 

19㎡以下, 9.8%

20～29㎡, 15.5%

30～39㎡, 9.3%

40～49㎡, 11.4%

50～59㎡, 10.6%

60～69㎡, 11.2%

70㎡以上, 32.3%
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○居住水準 

 

 

 

 

①所有関係別居住面積水準の状況 

最低居住面積水準未満の世帯は、総計で 11.0％となっています。これを所有関係別に見ると、持ち家

が 2.7％・借家(計)が 17.8％となっており、両者の間に大きな差があります。 

誘導居住水準以上の世帯は、全体のほぼ半数に達していますが、持ち家は 7 割を超えている一方、借

家(計)では 3 割程度にとどまっており、平均的な居住面積水準について持ち家と借家の間に大きな差が

あります。 

 

 

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 

図 27 所有関係別居住面積水準の状況 

2.7%

17.8%

6.9%

7.1%

14.3%

18.1%

21.9%

11.0%

25.7%

50.2%

52.9%

53.6%

42.9%

48.0%

54.0%

39.2%

71.5%

32.0%

40.2%

39.3%

42.9%

33.9%

24.2%

49.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

持ち家(9,100)

借家(計)(11,180)

公営(1,020)

ＵＲ・公社(280)

民営借家(木造)(70)

民営借家(非木造)(6,790)

給与住宅(3,020)

計

最低居住面積水準未満
最低居住面積水準以上、

かつ誘導居住面積水準未満
誘導居住面積水準以上

資料：住生活基本計画（全国計画） 

※未就学児童（6 歳未満）は 0.5 人として算出 

表 7 住生活基本計画（全国計画）に示す 

         最低居住面積水準及び誘導居住面積水準 

世帯人員 最低居住面積水準 都市居住型誘導面積水準 一般型誘導居住面積水準

1人 25㎡ 40㎡ 55㎡

2人以上 10㎡×世帯人数＋10㎡ 20㎡×世帯人数＋15㎡ 25㎡×世帯人数＋25㎡

2人 30㎡ 55㎡ 75㎡

3人 40㎡ 75㎡ 100㎡

4人 50㎡ 95㎡ 125㎡

5人 60㎡ 115㎡ 150㎡

・最低居住面積水準未満の世帯は全体の約 1割であるが、持ち家（2.7%）と借家（17.8%）の間

で大きな差がある。 

・誘導居住面積水準以上の世帯の割合は、東京都や特別区部よりも 10%以上高い。 
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②居住面積水準の推移（東京都・特別区部との比較） 

平成 20 年現在の最低居住面積水準未満の世帯の割合は 11.0％で、東京都（15.7％）や特別区部（17.4％）

よりも 5％程度低い状況にあります。一方、誘導居住面積以上の世帯の割合は 49.8％で、東京都（39.4％）

や特別区部（37.6％）よりも 10％以上高い状況にあります。 

平成 10～20 年の 10 年間の推移を見ると、千代田区・特別区部・東京都いずれも平成 10～15 年にか

けて最低居住面積水準未満の世帯の割合が下がり、平成 20 年には平成 10 年当時を上回る割合まで上昇

しています。この一因としては、平成 18 年に最低居住面積水準自体が引き上げられたことがあると考

えられます。 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

図 28 居住面積水準の推移（東京都・特別区部との比較） 
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③世帯人員別居住面積水準の状況 

世帯人員別に居住面積水準の状況を見ると、最低居住面積水準を下回る世帯は 2,260 世帯ですが、こ

の約 8 割にあたる 1,840 世帯は単身世帯となっています。言い換えると、単身世帯（9,360 世帯）の約

2 割は最低居住面積水準を下回っています。また、2～4 人世帯では、最低居住面積水準未満はいずれ

も 10％以下です。 

一方、誘導居住面積水準以上の世帯は 8,280 世帯で全体の 47.2％を占めており、単身世帯の 40.9%

（3,830 世帯）がこれに該当しています。また、2～3 人世帯では誘導居住面積水準以上の世帯が 50％

を上回っている一方、4 人以上の世帯では 20～25％程度にとどまっています。 

 

 

④家族類型別居住面積水準の状況 

家族類型別では、最低居住面積水準未満の世帯の割合は若年・中年単身世帯が 21.4％（1,770 世帯）

で突出しており、夫婦世帯やファミリー世帯・高齢者世帯では 5％以下にとどまっています。 

また、誘導居住面積水準以上の世帯の割合は、高齢者世帯で 70％を上回っていますが、若年・中年単

身世帯やファミリー世帯では 40％前後となっています。 

 

 

※各項目の不詳の数が異なるため、所有関係別・世帯人員別・家族類型別で合計等の数値は一致しない。 

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 

表 9 家族類型別居住面積水準の状況 

世帯数 割合 世帯数 割合 世帯数 割合 世帯数 割合

若年・中年単身世帯 1,770 21.4% 3,520 42.6% 2,980 36.0% 8,270 100.0%

若年・中年夫婦のみ世帯 60 3.2% 650 34.8% 1,160 62.0% 1,870 100.0%

ファミリー世帯 220 4.6% 2,440 51.4% 2,090 44.0% 4,750 100.0%

高齢者単身世帯 70 4.0% 290 16.4% 1,410 79.7% 1,770 100.0%

高齢者夫婦のみ世帯 20 1.4% 350 24.6% 1,050 73.9% 1,420 100.0%

その他 100 4.9% 650 31.9% 1,290 63.2% 2,040 100.0%

合計 2,240 11.1% 7,900 39.3% 9,980 49.6% 20,120 100.0%

最低居住面積水準未満
最低居住面積水準以上
誘導居住面積水準未満

誘導居住面積水準以上 合計

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 

表 8 世帯人員別居住面積水準の状況 

世帯数 割合 世帯数 割合 世帯数 割合 世帯数 割合

1人 1,840 19.7% 3,690 39.4% 3,830 40.9% 9,360 100.0%

2人 120 3.1% 1,110 29.0% 2,600 67.9% 3,830 100.0%

3人 80 3.5% 890 39.0% 1,310 57.5% 2,280 100.0%

4人 110 7.3% 980 64.9% 420 27.8% 1,510 100.0%

5人 50 11.1% 310 68.9% 90 20.0% 450 100.0%

6人以上 60 50.0% 30 25.0% 30 25.0% 120 100.0%

合計 2,260 12.9% 7,010 39.9% 8,280 47.2% 17,550 100.0%

最低居住面積水準未満
最低居住面積水準以上
誘導居住面積水準未満

誘導居住面積水準以上 合計
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 ３－３ 住宅の使われ方 

○居住世帯のない住宅 

 

 

①住宅総数の推移と居住世帯のない住宅 

住宅総数については、人口減少が続く中で昭和後期は減少傾向が続き、昭和 63 年の 15,750 戸まで減

少しました。平成に入ってからは増加に転じ、特に近年は大きく増加しており、平成 20 年には 32,470

戸と昭和 63 年の倍以上に達しました。 

 また、「居住世帯のない住宅」の割合が 20％を上回る状況が平成 5 年以降続いており、平成 20 年現

在では住宅総数の約 3 割にあたる 9,600 戸が居住世帯のない住宅となっています。 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

表 10 住宅総数と居住世帯のない住宅数の推移 

昭和53年 58年 63年 平成5年 10年 15年 20年

居住世帯のある住宅(戸) 15,100 16,220 14,050 12,020 12,230 18,470 22,870

居住世帯のない住宅(戸) 4,100 1,390 1,700 3,980 7,790 5,740 9,600

住宅総数(戸) 19,200 17,610 15,750 16,000 20,020 24,210 32,470

居住世帯のない住宅の割合(％) 21.4% 7.9% 10.8% 24.9% 38.9% 23.7% 29.6%

資料：住宅・土地統計調査 

図 29  住宅総数と居住世帯のない住宅数の推移 
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・平成 20年現在の住宅総数は 32,470 戸であり、空き家率は約 25%。 

・空き家のうち腐朽破損のない住宅の割合が約 9割。 
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②居住世帯のない住宅の内訳 

平成 20 年現在、居住世帯のない住宅

の大半は空き家であり、一時現在者のみ

の住宅は 1 割程度にとどまっています。 

 

 

 

 

 

 

      

空き家の内訳を見ると、二次的住宅と賃貸用の住宅の合計で約 8 割を占めています。賃貸用の住宅が

占める割合は、平成 15 年の 55.4％から平成 20 年の 74.3％まで上昇しており、空き家に占める賃貸用

の住宅の割合が高まっています。 

 

 

 

 

③空き家の状況 

空き家率は、平成 10 年の 16.7％から

拡大しており、平成 20 年には 25.8％と

なっています。特別区部や東京都の空

き家率を見ると、平成 10 年以降大きな

変化はなく、概ね 11％前後で推移して

おり、平成 20 年現在の千代田区の空き

家率は、特別区部や東京都の倍以上と

なっています。 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

表 11 空き家の内訳 

二次的住宅 賃貸用の住宅 売却用の住宅 その他の住宅

4,570 1,180 2,530 120 730

100.0% 25.8% 55.4% 2.6% 16.0%

8,380 640 6,230 300 1,220

100.0% 7.6% 74.3% 3.6% 14.6%

平成15年

平成20年

空き家総数

図 30 居住世帯のない住宅の内訳 

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 
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戸

資料：住宅・土地統計調査 

図 31 空き家数及び空き家率の推移 
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④空き家の腐朽破損の状況 

活用可能な空き家の割合について、空き家の腐朽破損の状況によって確認すると、平成 20 年現在、

空き家の 92.0%は腐朽破損なしとなっており、東京都（82.1%）や特別区部（83.3%）よりも腐朽破損

のない空き家の割合が 1 割程高い状況です。 

 

 

 

 

 

 

表 12 空き家の腐朽破損の状況の比較 

千代田区 中央区 港区 新宿区 特別区部 東京都

空き家総数 Ａ 8,380 24,230 13,920 27,210 544,760 750,300

一戸建て Ｂ 280 420 740 1,900 65,250 100,400

長屋・共同 Ｃ 8,090 23,810 13,190 25,320 479,510 12,700

腐朽破損あり a 670 1,220 2,220 6,480 91,040 134,600

一戸建て b 110 120 250 760 17,150 28,000

長屋・共同 c 570 1,100 1,970 5,730 73,890 3,900

腐朽破損なし d 7,710 23,010 11,700 20,730 453,720 615,700

腐朽破損あり a/A 8.0% 5.0% 15.9% 23.8% 16.7% 17.9%

一戸建て b/B 39.3% 28.6% 33.8% 40.0% 26.3% 27.9%

長屋・共同 c/C 7.0% 4.6% 14.9% 22.6% 15.4% 30.7%

腐朽破損なし d/A 92.0% 95.0% 84.1% 76.2% 83.3% 82.1%

住
宅
数

割
合
（

％
）

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 
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３－４ 建築時期 

○建築時期 

 

①建築時期別住宅数の推移 

近年の住宅供給により建築時期が昭和56年

以降（新耐震）の住宅が占める割合も高まっ

ており、平成 20 年現在で全体の 57.7％（約

13,200 戸）が新耐震の住宅となっています。 

 一方、昭和 55 年以前（旧耐震）の住宅は、

平成 10～20 年の 10 年間で約 2,000 戸減少し

ましたが、平成 20 年現在で 24.7％（約 5,650

戸）が旧耐震の住宅です。 

 

 

 

②建築時期別住宅数の比較 

建築時期別住宅数については、東京都や特別

区部と概ね同じ状況にあるといえます。中央

区は、新耐震の住宅が 73.1%で、東京都や特

別区部よりも約 15％高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

③構造別・建築時期別住宅数 

構造別に住宅の建築時期を見ると、RC・

SRC 造の 60.8%、S 造の 50.9%は新耐震の住

宅です。一方、戸数は多くないものの、木造

及び防火木造は旧耐震の住宅が過半数を占め

ています。 

 

 

・新耐震の住宅が約 60％を占め、旧耐震の住宅は約 25％（約 5,650 戸）。 

資料：住宅・土地統計調査 

図 32 建築時期別住宅数の推移 
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資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 

図 33 建築時期別住宅数の比較 
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資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 

図 34 構造別建築時期別住宅数 
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３－５ 住宅の設備 

○高齢者等のための設備 

 

 

 

①高齢者等のための設備がある住宅の割合 

平成 20 年現在、高齢者等のための設備がある住宅は専用住宅の 54.4%（11,200 戸）となっています。

これを所有関係別に見ると、持ち家が 75.3%であるのに対して、借家は 52.1%です。 

高齢者等のための設備がある住宅の割合は、平成 10 年から平成 15 年にかけて一度下がりますが、平

成 20 年には上昇しており、近年増加が著しい民営借家においても高齢者等のための設備の確保が進み

つつあるものと推察されます。 

 

 

・「高齢者等のための設備あり」は 5割以上であるが、「手すり」「廊下などが車いすで通行可能」

「段差のない屋内」の基礎的な 3点が揃っている住宅は 2割程度。 

・高齢者等のための設備がある住宅の割合は、持ち家が民営借家（非木造）よりも 20％程度高い。 

 

図 35 高齢者等のための設備がある住宅の割合 

資料：住宅・土地統計調査 
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図 36 高齢者等のための設備の状況 

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 

54.4%

34.2%

28.4%

29.4%

37.3%

33.2%

75.3%

53.3%

44.7%

41.5%

54.2%

45.9%

52.1%

28.7%

23.6%

27.6%

34.2%

31.8%

0% 20% 40% 60% 80%

設備あり

手すり

またぎやすい高さの浴槽

廊下などが車椅子で通行可能

段差のない屋内

道路から玄関まで車椅子で通行可能

専用住宅

持ち家

借家



 

 33 

 

第 

１ 

章 
 

 
 

 

②高齢者等のための設備のうち基礎的な 3 点の整備状況 

高齢者等のための設備のうち、「手すり」「廊下などが車いすで通行可能」「段差のない屋内」の基礎

的な 3 点のについては、全体の 2 割弱がこの 3 点を設置しています。これを所有関係別に見ると、「公

営住宅」では 47.4%と割合が高くなっていますが、「持ち家」では約 3 割、「民営借家（非木造）」では

約 1 割にとどまっています。 

また、建て方別に見ると、「共同建て」が 18.1%と高く、それ以外では 5%強にとどまっています。 

 

※各項目の不詳の数が異なるため、所有関係別と建て方別では合計等の数値は一致しない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 特別集計 

図 38 建て方別 高齢者等のための設備の状況 
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資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 特別集計 

図 37 所有関係別 高齢者等のための設備の状況 
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③高齢者の居住する住宅のバリアフリー化の状況 

一定のバリアフリー化がなされた住宅の状況としては、世帯総数の 51.8％と過半数を占めています。 

これを東京都・特別区部と比較すると、持ち家・借家ともに一定のバリアフリー化がなされた住宅の

割合は 1 割程度高いといえます。特に、借家では 57.4%と東京都（33.5%）や特別区部（30.5%）を大

きく上回っています。 

高度のバリアフリー化がなされた住宅の割合は 13.0%で、“一定のバリアフリー化“と比較すると大幅

に下がりますが、こちらも東京都（8.9%）や特別区部（8.0%）を若干上回っています。 

 

※一定のバリアフリー化…2 箇所以上の手すりの設置又は屋内の段差解消 

※高度のバリアフリー化…2 箇所以上の手すりの設置、屋内の段差解消及び車いすで通行可能な廊下幅 

 

 

 

 

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 

図 39 高齢者の居住する住宅のバリアフリー化の状況 
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○住宅についての満足度 

住宅についての満足度は、「階段・エレベーターの使い勝手」が最も高く、次いで「プライバシーの

確保」、「住宅ローンや家賃の負担」、「建物の耐震性・耐久性」が高くなっています。 

 一方、「収納スペース」や「庭や共用部分の広さ」、「駐車・駐輪スペースの使い勝手」の満足度が低

い状況にあります。 

 家賃水準が高い千代田区にあって、「住宅ローンや家賃の負担」や「総合的な評価」の満足度が比較

的高いことを考慮すると、費用負担に見合った便益があると評価されていることが推察されます。 

 

 

 

※ 加重平均による数量化 

下記の計算式のとおり 5 段階の各評価にそれぞれ点数を与え、評価点を算出した。 

評価点＝（「満足している」の回答者数×２点＋「まあ満足している」の回答者数×１点 

＋「どちらでもない」の回答者数×０点＋「やや不満である」の回答者数×－１点 

＋「不満である」の回答者数×－２点）÷回答者数 

図 40 住宅についての満足度 （ｎ＝区民 240 人） 

資料：区民アンケート調査（平成 24 年 10 月実施） 
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４ マンション 

４－１ 地域別立地状況 

 

ここでのマンションは、区内に立地する 3 階建て以上の非木造の分譲マンション及び賃貸マンション

を対象としています。 

マンション再生支援調査（平成 21 年 3 月(財)まちみらい千代田）によると、平成 20 年度の時点で区

内には分譲マンション 388 棟・賃貸マンション 286 棟が供給されています。 

地域別の立地状況を見ると、分譲マンションでは全棟数の 41.8％が麹町地域に立地しており、次いで

和泉橋地域の 17.5％、富士見地域の 17.3％となっています。一方、賃貸マンションでは、全棟数の 34.3％

が麹町地域に立地しており、次いで和泉橋の 20.6％、富士見の 15.4％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 20年現在、区内の分譲マンションは 388 棟・賃貸マンションは 286 棟。 

・分譲マンションの約 40％、賃貸マンションの約 35％が麹町地域に立地。 

資料：マンション再生支援調査（平成 21 年 3 月） 

表 13 分譲マンション 地域別立地状況 

棟数 割合 戸数 割合

麹町 162 41.8% 6,182 35.3%

富士見 67 17.3% 3,241 18.5%

神保町 31 8.0% 1,862 10.6%

神田公園 27 7.0% 1,541 8.8%

万世橋 33 8.5% 1,454 8.3%

和泉橋 68 17.5% 3,246 18.5%

総計 388 100.0% 17,526 100.0%

資料：マンション再生支援調査（平成 21 年 3 月） 

図 41 地域別マンション立地状況 
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資料：マンション再生支援調査（平成 21 年 3 月） 

※賃貸マンション戸数は、戸数不明の 46 棟分を除く 

表 14 賃貸マンション 地域別立地状況 

棟数 割合 戸数 割合

麹町 98 34.3% 1,892 30.1%

富士見 44 15.4% 828 13.2%

神保町 27 9.4% 562 8.9%

神田公園 27 9.4% 867 13.8%

万世橋 31 10.8% 514 8.2%

和泉橋 59 20.6% 1,617 25.7%

総計 286 100.0% 6,280 100.0%
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４－２ 建築年別マンション棟数 

 

 

建築年別にマンション棟数を見ると、分譲マンションは昭和 55 年前後と平成 15 年前後に集中して建

築されています。一方、賃貸マンションは平成 17 年前後に建築棟数が多くなっており、近年建築され

たものの割合が分譲マンションよりも高い状況にあります。 

平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災は首都圏にも大きな被害をもたらしましたが、長周期地震動

により大きな揺れを体験したものの、千代田区内で倒壊したマンションはありませんでした。しかしな

がら、平成 20 年現在で分譲マンションの約 3 割（115 棟）・賃貸マンションの約 2 割（54 棟）は昭和

55 年以前に建築された旧耐震設計基準のマンションであり、首都直下型地震など大震災発生の切迫性

も指摘されている中で、建築から一定の年数が経過して老朽化したマンションの耐震改修や建替え等に

よる災害への備えの重要性が高まっています。 
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・分譲マンションは昭和 55年前後と平成 15年前後、賃貸マンションは平成 17年前後に建築が

集中。 

資料：マンション再生支援調査（平成 21 年 3 月） 

※建築年次不詳 1 棟を除く 

図 42 分譲マンション 建築年別棟数 

図 43 賃貸マンション 建築年別棟数 

資料：マンション再生支援調査（平成 21 年 3 月） 

 



 

 38 

 

第 

１ 

章 
 

 
 

４－３ マンションコミュニティ 

○マンション管理の問題点 

 

分譲マンションは、戸建て住宅と異

なり、価値観や経済環境の異なる多く

の権利者が存在することから、所有

者・居住者の良好な協力関係なしには、

適正な管理が困難となります。 

マンション管理の運営に関する問題

については、「管理を担う役員のなり手

がいない」が 46.1％、「管理の重要性

を認識していない居住者がいる」が

43.4％と、いずれも 4 割を超えており、

管理に対する協力関係の形成に課題を

抱えている管理組合は少なくない状況

が伺えます。 

 

○居住者間のトラブル等 

 

 

マンション管理に対する良好な協力関係

の基本として、居住者間のコミュニティの

形成が重要であると考えられます。そこで、

居住者間のトラブルの状況を見たものが右

図です。 

良好なコミュニティ形成のためには生活

のマナーが重要であり、例としてゴミ出し

の状況がよく挙げられますが、調査では「ゴ

ミ出し・分別収集」を問題視している管理

組合が 39.5％と特に高くなっています。 

また、「管理費・修繕積立金等の滞納」も

2 割弱あり、維持管理に対する意識・費用

負担における課題も見られます。 

 

 

・マンション管理に対する居住者の協力に課題。 

・「ゴミ出し・分別収集」が 39.5％、「管理費・修繕積立金等の滞納」が 18.4％。 

資料：マンション再生支援調査（平成 21 年 3 月） 

 

図 44 マンション管理の運営面に関する問題  

（ｎ＝分譲マンション管理組合 121 団体・複数回答） 
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図 45 居住者間のトラブルやルール違反など  

（ｎ＝分譲マンション管理組合 121 団体・複数回答） 

資料：マンション再生支援調査（平成 21 年 3 月） 
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 ５ 住宅建設・住宅市場 

５－１ 新築住宅着工戸数 

○新築住宅着工戸数 

 

新築住宅着工戸数の総数については、平成 13～18 年の間は概ね 2,000 戸以上で推移していました。

平成 19 年以降は急激に減少し、平成 21 年には 219 戸とピーク時の 10 分の 1 を下回る水準まで減少し

ましたが、平成 22・23 年と増加に転じています。 

分譲住宅については、平成 13～17 年の間は概ね 1,500 戸以上で推移していました。ピーク後は急激

な減少を示し、平成 21 年には 63 戸とピーク時の 20 分の 1 程度まで減少したものの、平成 23 年には

1,302 戸まで回復しています。 

貸家については、分譲ほど変動は無く、平成 13 年以降概ね 500 戸以上で推移し、ピークを示した平

成 16 年には 969 戸でしたが、平成 21 年には 124 戸まで減少しました。しかし、平成 22 年 509 戸・

平成 23 年 401 戸と回復しています。 

 

 

※総数は持家・貸家・給与住宅・分譲住宅の合計戸数。 

 

資料：建築着工統計調査 

図 46 新築住宅着工戸数の推移 
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・平成 13～18 年の間にピークあり、その後減少していたが、近年は再び増加。 
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５－２ 平均公示地価 

○平均公示地価 

 

 

平均公示地価について、住宅地は平成 16 年の 133.0 万円/㎡が平成 20 年には約 1.6 倍の 212.3 万円/

㎡まで上昇しましたが、その後は平成 22 年の 179.8 万円/㎡まで下落しました。平成 23 年からは再び

上昇しており、平成 24 年現在で 190.8 万円/㎡となっています。 

商業地については、住宅地以上の上昇傾向によって平成 16 年の 328.0 万円/㎡から平成 20 年には約

1.9 倍の 617.5 万円／㎡となりましたが、それ以降は徐々に下落しており、平成 24 年現在 472.6 万円/

㎡となっています。 

 

 

 

 

 

資料：国土交通省地価公示（各年１月１日） 

図 47 平均公示地価の推移 
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・住宅地の地価は平成 20年の 212.3 万円/㎡がピークで、平成 24年現在 190.8 万円/㎡。 
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５－３ 民間賃貸住宅家賃 

 

 

 

 

民間賃貸住宅の平均賃料については、千代田区と港区が特に高い水準にあります。 

2DK 以下の物件を見ると、千代田区の平均賃料は中央区や新宿区などを上回っていますが、港区の賃

料はさらに高く、千代田区を平均で 10％程度上回っています。 

2LDK 以上の物件を見ると、千代田区と港区はほぼ同等の水準で、中央区や新宿区を 20～30％程度上

回っており、部屋数が多い物件ほど相対的な賃料の水準が高くなっています。 

なお、千代田区の物件数はいずれの間取りで見ても他区の半分以下となっています。 

 

表 15 平均賃料（管理費等除く）の比較 

（賃料の単位：万円）

賃料 物件数 賃料 物件数 賃料 物件数 賃料 物件数 賃料 物件数

千代田区 9.89 806 9.90 2,105 17.75 1,037 31.45 300 47.28 134

中央区 9.69 1475 9.67 4883.5 15.70 4286 21.53 1436.5 27.36 434.5

港区 11.05 2879 11.06 5622.5 19.54 4797 31.57 1993.5 47.48 817

新宿区 7.79 4288 8.63 9884.5 16.04 3641 24.80 1553.5 30.49 427

文京区 7.47 2393 8.38 5713.5 13.36 2519 17.93 1065 24.56 602.5

台東区 7.61 1859 8.62 5736.5 11.95 3318 14.93 808.5 19.17 207.5

墨田区 7.20 1632.5 8.08 8919 11.12 3082 13.71 1020 16.17 362

江東区 7.45 1494 8.11 7874.5 11.19 2456.5 16.00 1312 17.36 859.5

品川区 7.84 3099 8.41 7876.5 13.47 3271.5 19.65 1247.5 26.70 617

目黒区 8.46 2039 8.87 4891 14.06 2053.5 21.38 841.5 29.42 405.5

大田区 6.62 4473.5 7.43 16229.5 10.58 6972 13.75 2110 17.50 1112.5

世田谷区 6.66 5216 7.67 15359.5 12.01 5995 16.25 2737 21.89 1711

渋谷区 8.79 2364.5 9.62 5738 17.40 2694 24.45 1049 35.72 524

中野区 6.04 3625.5 7.33 7639 11.11 3174.5 14.71 985.5 17.28 410

杉並区 6.12 5022 7.11 12759.5 10.63 4607.5 14.30 1724.5 18.40 1009

豊島区 6.36 3438.5 7.54 8505.5 10.76 2627 15.24 784.5 19.44 318

北区 6.23 2553.5 7.15 7871 9.73 2516 13.04 985 15.19 313.5

荒川区 6.49 1002.5 7.43 3409.5 9.76 1697 13.07 782.5 16.47 302

板橋区 5.77 2581 6.61 9779.5 9.06 3971.5 11.23 1480.5 13.36 611

練馬区 5.56 2609 6.57 11156.5 9.09 4080.5 11.29 2638.5 13.69 1448.5

足立区 5.55 2206 6.38 10523.5 8.08 5586.5 10.31 2353 12.60 939

葛飾区 5.53 1442.5 6.23 5066.5 7.93 3099 10.21 1396 11.93 495.5

江戸川区 5.74 1437.5 6.44 7984.5 8.51 4144 10.94 2502.5 13.09 726

２LDK・３K・３DK ３LDK・４K・４DK

�

ワンルーム １K・１DK １LDK・２K・２DK

 

※データは、賃貸情報サイトである「HOME'S 賃貸」（http://www.homes.co.jp/chintai/）及び「at home 借りる（賃貸）」

（http://www.athome.co.jp/rent/01/）における、掲載物件の家賃相場情報（HOME’S ：2012 年 12 月 20 日更新、at 

home：2012 年 12 月 20 日更新）の平均値（単純平均）。 

 

・民間賃貸住宅の家賃水準は港区に次いで高い水準にある。 

・２LDK 以上の物件については、千代田区と港区の賃料水準が突出しており、部屋数が多くなる

ほど、他区との差が大きくなる傾向にある。 
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表 16 千代田区＝100 とした場合の賃料水準の比較 

ワンルーム １K・１DK １LDK・２K・２DK ２LDK・３K・３DK ３LDK・４K・４DK

千代田区 100 100 100 100 100

中央区 98 98 88 68 58

港区 112 112 110 100 100

新宿区 79 87 90 79 64

文京区 76 85 75 57 52

台東区 77 87 67 47 41

墨田区 73 82 63 44 34

江東区 75 82 63 51 37

品川区 79 85 76 62 56

目黒区 86 90 79 68 62

大田区 67 75 60 44 37

世田谷区 67 78 68 52 46

渋谷区 89 97 98 78 76

中野区 61 74 63 47 37

杉並区 62 72 60 45 39

豊島区 64 76 61 48 41

北区 63 72 55 41 32

荒川区 66 75 55 42 35

板橋区 58 67 51 36 28

練馬区 56 66 51 36 29

足立区 56 64 45 33 27

葛飾区 56 63 45 32 25

江戸川区 58 65 48 35 28
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５－４ 分譲価格 

○分譲価格 

 

 

 

平成 23 年の新築分譲マンションの平均価格は 126 万円/㎡であり、4 人世帯の最低居住面積水準の 50

㎡では 6,300 万円です。23 区平均の価格は平米単価で 45 万円安い 81 万円/㎡で、50 ㎡で見ると、2,000

万円以上安い 4,050 万円となっています。 

なお、価格のピークであった平成 19 年は 150 万円/㎡であり、平米単価で平成 23 年よりも 25 万円ほ

ど高い水準となっていました。 

 

・平成 23年の新築分譲マンションの平均価格は 126 万円/㎡であり、23 区平均の 81万円/㎡

よりも平米単価で 45万円高い水準となっている。 

図 48 新築分譲マンション価格の推移 
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資料：全国マンション市場動向 

 
図 49 50 ㎡でみたときの新築分譲マンション価格の推移 
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６ 住環境 

６－１ 生活・コミュニティ 

○生鮮三品小売店舗数 

 

生鮮三品小売店の合計店舗数は減少傾向が続き、昭和 57 年の合計 135 店舗と比べ平成 19 年には合

計 36 店舗と概ね 4 分の 1 程度にまで減少しましたが、平成 21 年には「食肉」「鮮魚」「野菜・果実」い

ずれも若干増加し、合計 48 店舗となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

資料：商業統計（昭和 57 年～平成 19 年）、平成 21 年経済センサス-基礎調査 

図 50 生鮮三品小売店舗数の推移 
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・生鮮三品小売店舗数は減少が続いていたが、平成 21年には若干増加。 
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○スーパーマーケット、コンビニ店舗数 

 

 

平成 22 年千代田区民世論調査によると、

日常の生活品（食料・日用品）の購入場所

については 8 割弱がスーパーマーケット、

6 割弱がコンビニエンスストア、約 4 割が

近所の商店と回答しています。 

スーパーマーケット・コンビニエンスス

トアの店舗数が近年増加傾向にあるほか、

区民世論調査における「買い物の便」の評

価は、近年改善しています。 

 

※麹町出張所のコンビニエンスストア店舗数が

最大となっているが、これはオフィスビルや官公

庁の建物内に設置された店舗が多いことが影響

している。 

 

・食料及び日用品の購入先としてはスーパーマーケットやコンビニの利用が多く、買い物の便に対

する評価は近年改善している。 

ている 

資料：千代田区民世論調査 

図 53 区民世論調査における「買い物の便」の評価の推移 
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平成21年 22年 23年 24年

「悪い」「やや悪い」の合計

「良い」「やや良い」の合計

図 51 スーパーマーケット店舗数の推移 
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麹町出張所

図 52 コンビニエンスストア店舗数の推移 

資料：デイリータウンページ 中央・千代田区版(平成 19～23 年) 

ｉタウンページ掲載データ(平成 24 年)            
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○町会加入率  

 

 

平成 24 年千代田区民世論調査によると、区民の町会加

入率は 6 割弱となっています。これを年代別に見ると、年

代が高まるのに従って町会加入率が高くなっており、60

歳以上の世代では 7 割を超えている一方、20～30 代は 3

～4 割程度にとどまっています。また、居住年数別につい

ても、居住期間が長くなるほど町会加入率が高くなってい

ます。 

居住形態別では、一戸建ての持ち家やビル内の自宅で町

会加入率が約 9 割と非常に高くなっているほか、分譲マン

ションでも 6 割を上回っています。一方、「20～30 代」や

「居住年数 5 年未満」の居住者の比率が高い賃貸マンショ

ンでは、町会加入率は約 2 割にとどまっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・町会加入率は 6割弱であり、年代や居住年数と相関して町会加入率が高くなっている。 

・分譲マンションは加入率が約 6割である一方、賃貸マンションは約 2割にとどまっている。 

※居住形態別の“その他(計)”は、「一戸建て

の借家」・「民間アパート」・「独身寮、同居・間

借り等」・「その他」を合計したもの 

資料：平成 24 年千代田区民世論調査 

図 55 年代別町会加入率 

 
32.9%

39.9%

49.7%

64.7%

70.4%

76.1%

77.3%

30.1%

34.5%

22.1%

18.7%

17.6%

13.0%

14.1%

37.0%

24.4%

28.2%

16.5%

12.0%

9.8%

7.8%

0.0%

1.2%

0.0%

0.0%

0.0%

1.1%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20歳代（n=73）

30歳代（n=168）

40歳代（n=163）

50歳代（n=139）

60～64歳代（n=108）

65～69歳代（n=92）

70歳以上（n=128）

入っている 入っていない 入っているかどうか

わからない

無回答

資料：平成 24 年千代田区民世論調査 

図 54 町会加入率 （ｎ＝区民 893 人） 

 

入っている, 

56.9%入っていない, 

21.4%

入っているか

どうかわから

ない, 18.9%

無回答, 2.8%

図 57 居住形態別町会加入率 

 

95.7%

89.7%

62.0%

20.7%

51.9%

50.0%

48.6%

2.1%

3.9%

18.4%

48.8%

31.5%

14.3%

18.9%

2.1%

6.5%

19.6%

30.0%

14.8%

35.7%

32.4%

0.0%

0.0%

0.0%

0.5%

1.9%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一戸建ての持ち家

（n=94）

ビル内の自宅(ビル所有者)

（n=155）

分譲マンションなど

（n=255）

賃貸マンションなど

（n=213）

公社・都営・区営などの

公共住宅（n=54）

公務員宿舎・給与住宅(計)

（n=56）

その他(計)

（n=37）

入っている 入っていない 入っているかどうか

わからない

無回答

資料：平成 24 年千代田区民世論調査 

資料：平成 24 年千代田区民世論調査 

図 56 居住年数別町会加入率 
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4.0%
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5年未満（n=245)

5～9年（n=142）

10～19年（n=131）

20年以上（n=52）

30年以上（n=193）

生まれてからずっと

（n=124）

入っている 入っていない 入っているかどうか

わからない

無回答
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６－２ 生活環境評価 

  

 周辺の生活環境に対する区民の評価について、平成 24 年千代田区民世論調査では、“良い”割合が最

も高い項目は「交通の便」（89.2％）である一方、“悪い”割合は「騒音・振動」（22.1％）や「大気汚染」

（17.8％）で高くなっています。 

 

 

 

 

  

資料：平成 24 年千代田区民世論調査 

 

図 58 区民の生活環境評価 （ｎ＝区民 893 人） 
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53.0%

31.9%

46.4%

48.0%

38.6%

47.7%

31.4%

41.7%

0.6%

12.9%

12.9%

22.3%

29.6%

8.2%

22.4%

13.2%

16.2%

22.3%

19.1%

27.0%
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0.1%
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4.0%

13.8%

15.9%

4.3%

10.4%
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11.2%

10.5%

22.1%

17.8%

0.9%

1.9%
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2.5%
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1.5%

2.2%

2.5%

3.0%

3.5%

2.8%

1.8%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

交通の便

防犯や風紀

交通の安全性

建物の周囲の空間

日当たり

買い物の便

ごみ出し

リサイクル活動

緑の豊かさ

景観・まちなみ

災害時の安全性

公園・遊び場

隣近所の交流

騒音・振動

大気汚染

良い やや良い 普通 やや悪い 悪い 無回答

・生活環境に対する総合的な評価は、近年改善傾向にある。 
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生活環境評価の経年変化について、満足度を加重平均により数量化した評価点で見ると、評価点の合

計値は近年上昇しており、生活環境に対する区民の総合的な評価が改善傾向にあることが伺えます。 

また、各項目の評価点について、平成 15 年当時の数値と近年の数値とを比較すると、多くの項目で

評価が上昇しており、特に「買い物の便」や「防犯や風紀」「ごみ出し・リサイクル活動」で上昇幅が

大きくなっています。一方、「隣近所の交流」については評価点が低下しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：千代田区民世論調査 

 

 

 

 

 

 

        資料：千代田区民世論調査 

 

※ 加重平均による数量化 

下記の計算式のとおり 5 段階の各評価にそれぞれ点数を与え、評価点を算出した。 

評価点＝（「良い」の回答者数×２点＋「やや良い」の回答者数×１点＋「普通」の回答者数×０点 

＋「やや悪い」の回答者数×－１点＋「悪い」の回答者数×－２点）÷回答者数 

この算出方法では、各項目の評価点は＋2～－2 の間に分布し、中間の 0 点を境に、プラスの値が大きくなるほど満足

度が高く、マイナスの値が大きくなるほど不満度が高いといえる。 

 

 

 

 

 

 

図 59 区民の生活環境評価 合計評価点の推移 

 

-1.12 

-1.65 

-0.73 

0.05 

-0.81 

-0.08 

1.23 

1.50 1.58 

1.85 

-2.00

-1.00

0.00

1.00

2.00

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

表 17 区民の生活環境評価 項目別評価点の推移 

平成15年 平成22年 平成23年 平成24年 H24-H15

交通の便 1.78 1.83 1.87 1.87 ＋0.09

買い物の便 -0.58 -0.37 -0.23 -0.11 ＋0.47

公園・遊び場 -0.29 -0.07 -0.11 -0.09 ＋0.20

建物の周囲の空間
日当たり

-0.24 -0.01 -0.07 0.03 ＋0.27

騒音・振動 -0.61 -0.29 -0.36 -0.45 ＋0.16

大気汚染 -0.76 -0.52 -0.50 -0.48 ＋0.28

緑の豊かさ -0.26 -0.02 0.00 0.01 ＋0.27

交通の安全性 0.04 0.35 0.41 0.32 ＋0.28

災害時の安全性 -0.08 0.16 0.14 0.07 ＋0.15

防犯や風紀 0.04 0.46 0.47 0.35 ＋0.31

隣近所の交流 0.08 -0.19 -0.20 -0.14 －0.22

景観・まちなみ -0.02 0.18 0.16 0.17 ＋0.19

ごみ出し
リサイクル活動

-0.22 -0.01 0.00 0.30 ＋0.52

合計 -1.12 1.50 1.58 1.85 ＋2.97
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○子育ての際の住宅や住環境に必要なこと 

子育ての際の住宅や住環境に必要なことについては、「家賃・価格が妥当な住宅があること」が最も

多く、次いで「保育園など、子育てを支援する施設の整備」、「小・中学校など教育環境の充実」となっ

ています。 

住宅の価格面のみならず、子育て支援施設の整備状況や教育環境など、子育てに関わる総合的な環境

を重視していることが伺えます。 

 

 

 

 

 

 

資料：区民アンケート調査（平成 24 年 10 月実施） 

 

図 60 子育ての際の住宅や住環境に必要なこと （n=区民 240 人、最大 3つまでの複数回答） 

 

47.5%

35.0%

15.8%

18.8%

47.1%

40.8%

24.6%

32.1%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

家賃・価格が妥当な住宅があること

適切な広さの住宅があること

住宅の取得費用や家賃に対する助成制度

高い遮音性能や転落・転倒防止対策など、

子育てへの配慮がなされた住宅があること

保育園など、子育てを支援する施設の整備

小・中学校など、教育環境の充実

公園や遊び場などの整備

防災・防犯、交通安全対策など、

住まいの周りの安全確保

その他
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○高齢者になったときの住まい 

高齢者になったときの住まいについて、20～60 代の区民の回答によると、「自宅で暮らしたい」が

63.3%と高くなっている一方、「高齢者用の住宅・施設に住み替えたい」は 17.1%となっています。 

 

 

○介護のための住まい 

今後介護が必要になった場合、あるいは、現在よりも介護の状態が重くなった場合の住まいについて、

65 歳以上の区民の回答によると、「現在の住まいに問題なく住み続けられる」が 33.6％、「必要に応じ

て住宅改修等を行い住み続けたい」が 16.8％、「不便は感じるが住み続けたい」が 14.5％で、合わせて

“現在住んでいる住宅に住み続ける”が 64.9％となっています。また、「区内の高齢者住宅（ケア付高

齢者住宅）に住みたい」は 18.4％です。 

将来的に高齢者になったとき、あるいは介護が必要になったときにも、住み慣れた自宅での継続居住

を希望する区民の割合が高い現状が伺えます。 

 

 

資料：千代田区保健福祉総合計画改定のためのアンケート調査（平成 23 年 5 月実施） 

図 62 介護のための住まい （ｎ＝65 歳以上の区民 1,185 人） 

33.6%

16.8%

14.5%

18.4%

1.2%

4.8%

0.5%

4.1%

6.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

現状の住まいに問題なく住み続けられる

必要に応じて住宅改修等を行い住み続けたい

不便は感じるが住み続けたい

区内の高齢者住宅(ケア付高齢者住宅)に住みたい

子どもの家に移り住みたい

特別養護老人ホームに入所したい

グループホームに入居したい

有料老人ホームに入居したい

無回答

資料：区民アンケート調査（平成 24 年 10 月実施） 

図 61 高齢者になったときの住まい （ｎ＝区民 240人） 

自宅で暮らしたい

63.3％

高齢者用の住宅・施設に

住み替えたい

17.1％

その他

1.7％

わからない

17.9％
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７ 区民・区外居住者の意識 

区民及び千代田区に通勤・通学する区外居住者（以下「区外居住者」とする）の千代田区における住

生活や住環境等に対する意識について、千代田区民世論調査及び本白書の作成に伴い実施した民間調査

会社によるアンケート調査を基に現状を分析します。 

 

７－１ 定住意向 

 

 区民の定住意向について、平成 24 年の千代田区民世論調査では「永住するつもり」（41.0％）と「当

分はここに住むつもり」（46.9％）を合わせた“定住意向”は 87.9％となっています。一方、「近いうち

に区外に転出するつもり」（2.2％）と「1 年以内に区外に転出するつもり」（1.3％）を合わせた“転出

意向”は 3.5％にとどまっています。 

 ここ 10 年間の推移に大きな変化はなく、定住意向は 80％強で安定的に推移しています。 

 

 

 

 

資料：千代田区民世論調査 

図 63 定住意向の推移 

 

42.3% 41.2%
37.3% 39.3% 40.4% 40.3% 39.8% 40.4%

37.0%
41.0%

40.5% 41.8%
45.0% 41.9%

44.7% 45.5% 45.2% 44.9%
48.3%

46.9%

2.9% 4.8%
4.0% 3.5%

3.2% 3.2% 4.6% 4.9% 3.3% 2.2%1.2%
1.7%

1.4%
1.8%

2.1% 1.9% 1.4% 2.8%
1.8% 1.3%

12.3%
10.5% 12.0% 13.4% 8.3% 8.0% 8.2%

6.5%
8.7% 6.8%

0.8% 0.0% 0.3% 0.0% 1.5% 1.2% 0.9% 0.5% 0.9% 1.7%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成15年

(ｎ=755)

平成16年

(ｎ=771)

平成17年

(ｎ=767)

平成18年

(ｎ=707)

平成19年

(ｎ=824)

平成20年

(ｎ=954)

平成21年

(ｎ=1031)

平成22年

(ｎ=975)

平成23年

(ｎ=892)

平成24年

(ｎ=893)

永住するつもり

当分はここに住むつもり

近いうちに区外に転出するつもり

1年以内に区外に転出するつもり

わからない

無回答

・区民の定住意向は 80％強で安定的に推移している。 
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７－２ 住み替えの時期 

 

 

これまでに住み替えた時期や今後住み替える時期については、区民・区外居住者ともに「結婚すると

き」・「良い物件が見つかったとき」が高くなっています。 

区外居住者と比較すると、「親や子どもと同居・近居するとき」・「子どもが生まれたとき」・「子ども

が 2 人以上に増えたとき」のように、子どもの誕生等により世帯構成が変化したときを住み替えの時期

とする割合は、区民の方が特に高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

資料：区民・区外居住者アンケート調査（平成 24 年 10 月実施） 

39.2 結婚するとき 19.0

12.9 親や子どもと同居・近居するとき 2.7

12.5 親世帯から独立するとき 6.0

30.4 就職、転職、転勤するとき 15.7

13.3 子どもが生まれたとき 4.0

9.2 子どもが２人以上に増えたとき 2.3

2.5 子どもが幼稚園・保育園に入園するとき 1.3

6.3 子どもが小学校に入学するとき 3.0

3.8 子どもが中学校に入学するとき 1.7

5.0 子どもが結婚するとき 4.3

13.8 年収があがったとき 6.3

16.7 資金調達ができたとき 9.3

37.5 良い物件が見つかったとき 21.3

28.3 今の住宅に問題が生じたとき 18.7

17.1 契約更新のとき 9.0

12.1 老後の備えを考えるとき 10.0

2.5 その他 32.7

9.6
これまで住み替えたことがなく、今後、基本的

に住み替えるつもりはない
8.3
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図 64 これまでに住み替えた時期、今後住み替える時期 （ｎ：区民 240 人・区外居住者 300 人、複数回答） 

 

区民 区外居住者 

・区民・区外居住者とも「結婚するとき」と「良い物件が見つかったとき」が多い。 
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７－３ 今後住み替える場合に重視すること 

 

 

 

今後住み替える際に重視することについては、区民・区外居住者とも「価格・家賃の妥当性」が

最も高く、「適切な広さの住宅があること」、「日常の買い物に便利であること」、「通勤・通学に便

利なこと」も高くなっています。 

区民と区外居住者では、上位４項目は共通していますが、「公共交通機関が充実していること」・「通

勤通学に便利であること」・「街のイメージや雰囲気が良いこと」は、区外居住者と比べて区民が特

に高く、区民の方がこれらの点をより重視する傾向にあることが伺えます。一方、割合自体は低い

ものの、「若い世代が多く住んでいること」は、区民と比べて区外居住者の方が重視する割合が高

くなっています。 

 

 

図 65 今後住み替える場合に重視すること  （ｎ：区民 240 人・区外居住者 300 人、複数回答） 

区民 区外居住者

76.3 価格・家賃の妥当性 64.3

74.2 適切な広さの住宅があること 38.3

72.1 通勤・通学に便利であること 33.3

72.5 日常の買物に便利であること 44.0

42.5 医療機関に近く便利であること 23.3

17.5 高齢者、障害者向けの福祉施設に近く、便利であること 13.3

19.6 文化・レクリエーション施設に近く、便利であること 9.7

15.4
子育て世帯に対する住宅の取得費用や家賃の助成制

度があること
10.7

22.1
高い遮音性能や転落・転倒防止対策など、子育てへの

配慮がなされた住宅があること
9.0

13.3 保育園など、子育てを支援する施設が充実していること 11.7

19.2 小・中学校など、教育環境が充実していること 12.0

22.9 公園や遊び場などが充実していること 18.0

38.8 緑や空気など自然環境が良いこと 24.0

55.8 公共交通機関が充実していること 22.0

40.8 街並み・景観が美しいこと 18.7

25.4 良好なコミュニティが形成されていること 14.3

11.7 親戚や知人などが近くにいること 2.7

47.5 街のイメージや雰囲気が良いこと 17.0

3.3 若い世代が多く住んでいること 6.3

52.1 震災などの災害に強い安全な街であること 27.3

55.4 犯罪がない安心に暮らせる街であること 30.7

1.7 その他 8.7
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資料：区民・区外居住者アンケート調査（平成 24 年 10 月実施） 

・区民・区外居住者とも、「価格・家賃の妥当性」「適切な広さの住宅があること」「日常の買い物

に便利であること」「通勤・通学に便利なこと」が高い。 
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７－４ 住宅施策に対する意識 

 

 

「千代田区第二次住宅基本計画」において推進する住宅施策として掲げた施策について、その重要度

に対する意識を区民と区外居住者で比較したものが以下の図 66 及び表 18 です。ここでは、各住宅施策

について、「重要」「どちらかといえば重要」「どちらともいえない」「どちらかといえば重要でない」「重

要でない」の 5 段階評価による意識調査を実施し、その調査結果を加重平均により数量化したもので比

較を行っています。（資料編に掲載する調査結果をもとに数量化） 

区民・区外居住者とも、「（Ａ）老朽化したマンションの耐震化・建て替えの支援・誘導」の重要度に

対する意識が最も高く、「（Ｂ）住宅の品質・性能の向上」・「（Ｃ）日常生活用品小売店や、子育て・介

護施設など生活関連機能の確保」・「（Ｄ）マンションの適切な維持管理の推進、管理の良好なマンショ

ンの普及」も共通して高くなっています。 

また、区民と区外居住者で重要度に対する意識の違いが大きい項目を見ると、「（Ｇ）高齢者・障害者

及び（Ｅ）子育て世帯が安心して住めるような住宅の供給・助成制度による支援」は、区外居住者と比

べて区民の方が重要度に対する意識が特に高くなっています。一方、数値自体は高くありませんが、

「（Ｍ）新しい住まい方に対するニーズへの対応・支援を行う」については、区民と比べて区外居住者

の方が重要度に対する意識が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 加重平均による数量化（資料編に掲載する調査結果をもとに数量化） 

下記の計算式のとおり 5 段階の各評価にそれぞれ点数を与え、評価点を算出した。 

評価点＝（「重要」の回答者数×２点＋「どちらかといえば重要」の回答者数×１点 

＋「どちらでもない」の回答者数×０点＋「どちらかといえば重要でない」の回答者数×－１点 

＋「重要でない」の回答者数×－２点）÷回答者数 

・区民・区外居住者とも「老朽化したマンションの耐震化・建て替えを支援・誘導する」の重要度

に対する意識が最も高い。 

区民 区外居住者 合計値 区民－区外居住者

Ａ
老朽化したマンションの耐震化・建て替えを支援・

誘導する
0.88 0.71 1.59 0.17

Ｂ
住宅の品質・性能の向上を図る（環境に配慮した住

宅の普及・環境衛生の向上など）
0.86 0.67 1.53 0.19

Ｃ
日常生活用品小売店や、子育て・介護支援など生活

関連機能の確保を進める
0.82 0.65 1.47 0.17

Ｄ
マンションの適正な維持管理を推進するとともに、

管理の良好なマンションの普及を図る
0.78 0.66 1.44 0.12

Ｅ
子育て世帯が安心して住めるような住宅の供給・助

成制度による支援を推進する
0.84 0.47 1.31 0.37

Ｆ 良質な民間住宅の供給・誘導を図る 0.62 0.64 1.26 -0.02

Ｇ
高齢者や障害者が安心して住めるような住宅の供

給・助成制度による支援を推進する
0.74 0.52 1.26 0.22

Ｈ 所得に応じた負担で居住可能な公的住宅を供給する 0.53 0.58 1.11 -0.05

Ｉ 住宅のバリアフリー化を推進する 0.58 0.50 1.08 0.08

Ｊ
地域コミュニティ形成へのしくみづくりや、マン

ション居住者と地域住民の交流支援を行う
0.58 0.43 1.01 0.15

Ｋ
大規模な開発事業において住宅の供給誘導や住環境

の整備を行う
0.54 0.44 0.98 0.10

Ｌ
住宅困窮度に応じたセーフティネット施策を展開す

る
0.38 0.29 0.67 0.09

Ｍ
新しい住まい方に対するニーズへの対応・支援を行

う（定期借家制度、コーポラティブハウスなど）
0.22 0.44 0.66 -0.22

表 18 住宅施策の重要度に対する意識   

（ｎ：区民 240 人・区外居住者 300 人） 

図 66 住宅施策の重要度に対する意識の比較 
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資料：区民・区外居住者アンケート調査（平成 24 年 10 月実施） 
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８ 地域特性 

平成 20 年住宅・土地統計調査（特別集計）からみた地域別の特性は以下のとおりです。（住まい・ま

ちの現状に関する地域別のデータは資料編に掲載） 

 

表 19 地域特性 

麹町地域 

●規模の大きな持ち家が多く、ファミリー世帯の比率が高い。 

・住宅数や世帯数が最も多く、いずれも全体の約 30%を占めている。 

・6 地域で唯一、ファミリー世帯が最大の割合（35.7％）を占め、区全体

のファミリー世帯の約 45%が居住。 

・若年・中年単身世帯の割合は 2 割程度。 

・持ち家率が約 45％と高く、分譲マンションは全体の 4 割が立地。 

・給与住宅の約 4 割が立地。 

・70 ㎡以上の住宅が約 5 割。 

・旧耐震の住宅が約 3 割。 

富士見地域 

●小規模な住宅・給与住宅が多く、若年・中年単身世帯の比率が高い。 

・住宅数・世帯数ともに多く、いずれも全体の約 25%が集中。 

・給与住宅が多く、また 19 ㎡未満の狭小な住宅が他地域よりも特に多い。 

・区内の若年・中年単身世帯の約 3 分の 1 が居住。 

・旧耐震の住宅が約 3 割。 

神保町地域 

●公共住宅や新耐震の住宅の比率が高い。 

・家族類型別の構成比は区全体とほぼ同じ。 

・公営借家の割合が約 15％。 

・新耐震の住宅が約 8 割。 

神田公園地域 

●借家が 8割を超え、若年・中年単身世帯の比率が高い。 

・若年・中年単身世帯が約 6 割。 

・借家率が 8 割強。 

・30 ㎡未満の比較的小規模な住宅が約 5 割。 

万世橋地域 

●持ち家や昭和 45年以前の住宅が多く、高齢者だけの世帯の比率も高い。 

・高齢者単身・夫婦のみ世帯の割合が唯一 2 割を上回っている。 

・6 地域で唯一持ち家が半数以上を占めている。 

・昭和 45 年以前に建設された特に古い住宅の割合が約 15％。 

・70 ㎡以上の住宅が 4 割強。 

和泉橋地域 

●新耐震の住宅の比率が高く、世帯の半数は若年・中年単身世帯。 

・若年・中年単身世帯の割合が約 5 割。 

・新耐震の住宅が 7 割強。 

・40 ㎡未満の比較的小規模な住宅が 5 割弱。 
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